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経済産業省の
令和元年度「水道施設情報整備促進事業」
に係る補助事業者に採択されました
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報の利活用による管理の効率化や運用の高度化が進むと
ともに、システム更新に係る費用の低減や複数の水道事
業者等が共同でプラットフォームを利用することによる
システムコストの削減が期待されています。
　このほかにも、水道施設情報や運転情報等を一元的に
管理し、セキュリティが担保された外部環境からのアク
セス確保等により、災害時の復旧作業の迅速化につなが
ることが期待されています。

　当社の経営理念は、「お客様の多様なITニーズに応え
るサービスを提供し、IT事業活動を通じて社会の発展に
貢献する」ことです。IT活用により社会課題を解決しよ
うとする本事業は、まさしく当社が目指す取り組みであ
り、上記の背景や経緯を踏まえ、これまでの実証事業の
成果の本格的な社会実装を目指し、本事業を推進してま
いります。

　当社は、このたび、経済産業省の令和元年度「水道施
設情報整備促進事業」（以下、本事業）に係る補助事業
者に6月5日に採択されましたのでお知らせいたします。

　現在、わが国の水道施設の運用や維持管理等は職員の
ノウハウに大きく依存しており、ベテラン職員の退職
等による職員の減少が続いている水道事業者等において
は、職員の負担が大きなものとなっています。また、離
島や山間、豪雪地域といった、地理的条件の厳しい地域
にある水道施設の維持管理には、多くの時間と費用を要
しており、水需要の減少や施設の老朽化の進行、広域連
携の推進に伴い、今後は施設の統廃合が進むことで、施
設の配置も広範囲に広がるものと考えられています。

　これら水道事業におけるITの活用を、上記の問題を
解決する一助とするべく、平成28〜30年度に経済産業省
や国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機
構の実証事業において、水道事業におけるデータ流通の
共通ルールの策定や、情報利活用を行うためのプラット
フォームのプロトタイプの構築が行われてきました。共
通ルールに基づくデータ流通が行われることで、広域連
携を含む施設の一体的な管理が可能となり、各種水道情


